
 

Ⅰ 調査結果の概要 

 
１ 結果概要 

（１） 表１に示すとおり、令和６年３月の卒業者総数は14,550人で、前年より251人減少している。 

就職者総数は6,417人で、前年より9人増加している。うち県内に就職した者は3,562人で、前年 

より131人減少している。就職者総数に対する県内就職率は55.5％で、前年より2.1ポイント低下し

ている。 

また、３ページの図２に示すとおり、大学、短期大学・高等専門学校及び専修学校（専門課程）に

おける県内高校出身者の県内就職率について、全体で74.2％(前年に比べ1.8ポイント低下)、うち大

学で64.8％（同4.2ポイント低下）、短期大学・高等専門学校で91.6％（同0.4ポイント低下）、専修

学校（専門課程）で74.6％（同0.8ポイント低下）となっている。 

進学者総数は6,766人で、前年より378人減少している。うち県内進学者は2,822人で、前年より 

371人減少している。進学者総数に対する県内進学率は41.7％で前年より3.0ポイント低下してい

る。 

 

注） 高等学校卒業者のうち、  

①「就職者総数」（うち県内就職者）には、大学等に進学しかつ就職した者、専修学校（専門課程）に進学しかつ就職

した者、専修学校（一般課程）等に入学しかつ就職した者及び公共職業能力開発施設等に入学しかつ就職した者

（令和6年3月卒業者中5人うち県内2人、令和5年3月卒業者中11人うち県内11人）を含むため、①～④の計

と卒業者総数は一致しない。 

②の「進学者総数」は、大学等進学者及び専修学校（専門課程）進学者の計である。 

④の「その他総数」は、専修学校（一般課程）等入学者、公共職業能力開発施設等入学者、不詳・死亡及びその他の 

者の計である。 



 

 
 
 

 
 
 



 
 

  

 



（２） 県外就職者を就職先地方別でみると、表３に示すとおり、大学卒業者では関東への就職者が最も           

多く、その他の学校種別では九州・沖縄に最も多く就職している。全体では、図３に示すとおり、      

九州・沖縄1,146人（構成比40.1％）、関東959人（同33.6％）、近畿322人（同11.3％）、中部

134人（同4.7％）及び中国132人（同4.6％）の順となっている。 

就職先地方別の割合は、図３に示すとおり、前年と比較し九州・沖縄（1.5ポイント上昇）、中国     

（0.4ポイント上昇）への割合が上昇し、北海道・東北（0.4ポイント低下）、関東（0.2ポイント 

低下）、中部（0.2ポイント低下）、及び近畿（0.1ポイント低下）への割合が低下している。 

 

 

 



２ 大学 

（１） 表４に示すとおり、令和６年３月の卒業者総数は3,370人で、前年より89人増加している。 

就職者総数は2,483人で、前年より43人増加している。そのうち県内に就職した者は730人で、

前年より25人減少している。就職者総数に対する県内就職率は29.4％で、前年より1.5ポイント低

下している。 

県内就職率を学部別でみると教育学部が64.4％で最も高く、前年より6.1ポイント上昇している。 

他の学部についてみると、家政学部は58.3％（同3.2ポイント上昇）、看護学部は50.9％（同9.1

ポイント低下）文学部は48.5％（前年に比べ1.0ポイント低下）、医学部は40.3％（同5.5 ポイント

低下）、工学部は24.2％（同2.7ポイント低下）、商経学部は19.9％（同1.2ポイント低下)となって

いる。 

県外就職者は４ページの表３に示すとおり、1,753人で、県外就職の状況を就職先地方別でみる

と、関東699人（構成比39.9％)、九州・沖縄583人（同33.3％）、近畿187人（同10.7％）、中部

79人（同4.5％）、中国73人（同4.2％）の順となっている。 

進学者総数は345人で、前年より33人増加している。そのうち県内に進学した者は201人で、前

年より4人増加している。県内進学率は58.3％で、前年より4.8ポイント低下している。 

 



（２） 令和６年３月卒業者のうち、就職者の産業別就職状況をみると、図４に示すとおり、医療,福祉が

392人（15.8％、前年に比べて0.6ポイント低下）と最も多く、次いで卸売,小売業270人（10.9%、同

0.4ポイント上昇）、製造業が238人（9.6％、同1.2ポイント低下）、情報通信業が229人（9.2％、

0.1ポイント低下）の順となっている。 

県内就職者を産業別でみると、図５に示すとおり、医療，福祉が194人（26.6％、前年に比べ1.3

ポイント低下）で最も多く、次いで教育,学習支援99人（13.6％、同0.6ポイント低下）、卸売,小売

業80人（11.0％、同0.5ポイント上昇）、公務73人（10.0％、同0.6ポイント低下）の順となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 短期大学・高等専門学校 
（１） 表５に示すとおり、令和６年３月の卒業者総数は954人で、前年より32人増加している。 

そのうち就職者総数は610人で、前年より56人減少している。県内に就職した者は442人で、前

年より58人減少している。就職者総数に対する県内就職率は72.5％で、前年より2.6 ポイント低下

している。 

県内就職率を学科別でみると、社会学科（100.0％）、教育学科（95.8％）及び家政学科（80.2%）

が70％以上の高い率になっている。 

県外就職者は４ページの表３に示すとおり168人で、県外就職の状況を就職先地方別でみると、九

州・沖縄77人（構成比45.8％）、関東50人（同29.8％）、近畿22人（同13.1％）の順となってい

る。 

進学者総数は221人で、前年より54人増加している。そのうち県内に進学した者は144人で前年

より46人増加している。県内進学率は65.2％で、前年より6.5ポイント上昇している。 

 

 

 

 



（２） 令和６年３月卒業者のうち就職者の産業別就職状況をみると、図６に示すとおり医療,福祉が211人

（34.6％、前年から2.3ポイント上昇）で最も多く、次いで教育,学習支援業116人（19.0％、同1.3

ポイント上昇）、製造業57人（9.3％、同2.3ポイント低下）、卸売,小売業55人（9.0％、同1.4ポイ

ント低下）の順となっている。 

県内就職者を産業別でみると、図７に示すとおり、医療,福祉が192人（43.4％、前年に比べ4.8ポ

イント上昇）で最も多く、次いで教育,学習支援業108人（24.4％、同2.6ポイント上昇）、卸売,小売

業42人（9.5％、同1.7ポイント低下）、製造業24人（5.4％、同0.8ポイント低下）の順となってい

る。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 



４ 専修学校（専門課程） 

（１） 表６に示すとおり、令和６年３月の卒業者総数は1,394人で、前年より61人減少している。 

就職者総数は1,259人で、前年より53人減少している。そのうち県内に就職した者は869人で、

前年より46人減少している。就職者総数に対する県内就職率は69.0％で、前年より0.7ポイント低

下している。 

県内就職率を専門分野別でみると教育・社会福祉（100％）、商業実務(89.3％）、農業（88.5％）が

70％以上の高い率になっている。 

県外就職者は４ページの表３に示すとおり390人で、県外就職の状況を就職先地方別でみると、九

州･沖縄217人（構成比55.6％）、関東95人（同24.4％）、近畿45人（同11.5％）、中国13人（同

3.3％）、中部8人（同2.1％）の順となっている。 

進学者総数は29人で、前年より32人減少している。そのうち、県内に進学した者は24人で前年

より21人減少している。県内進学率は82.8％で、前年より9.0ポイント上昇している。 

 

 

 
 



（２） 令和６年３月卒業者のうち就職者の産業別就職状況をみると、図８に示すとおり、医療,福祉が 

722人（57.3％、前年に比べ1.1ポイント低下）で最も多く、次いで情報通信業138人（11.0％、同

2.4ポイント上昇）、生活関連サービス,娯楽業115人（9.1％、同2.3ポイント上昇）、サービス業66

人（5.2％、同2.5ポイント上昇）、公務60人（4.8％、同0.5ポイント上昇）、宿泊業,飲食サービス

業55人（4.4％、同0.1ポイント上昇）、教育,学習支援業27人（2.1％、同0.3ポイント上昇）の順

となっている。 

県内就職者を産業別でみると、図９に示すとおり、医療,福祉が510人（58.7％、前年に比べ3.0

ポイント低下）で最も多く、次いで情報通信業79人（9.1％、同4.4ポイント上昇）、生活関連サー

ビス,娯楽業71人（8.2％、同1.4ポイント上昇）、宿泊業,飲食サービス業47人（5.4％、同0.4ポ

イント上昇）、サービス業46人（5.3％、同2.6ポイント上昇）、公務40人（4.6％、同1.4ポイント

上昇）、教育,学習支援20人（2.3％、同0.2ポイント低下）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 高等学校 

（１） 表７に示すとおり、令和６年３月卒業者総数は8,832人で、前年より311人減少している。 

そのうち大学等へ進学した者は4,601人で、前年より171人減少している。大学等進学率は52.1％

で、前年より0.1ポイント低下している。県内の大学等へ進学した者は1,585人で、前年より226人減

少している。 

就職者についてみると、就職者総数は2,065人で、前年より75人増加している。そのうち県内に就

職した者は1,521人で、前年より2人減少している。就職者総数に対する県内就職率は73.7％で、前

年より2.8ポイント低下している。 

卒業者総数のうち、4,454人（50.4％）が進学・就職等により県外へ転出し、4,376人（49.5％）が

県内にとどまっている。 

 

 

 

 



 

 

（２） 令和６年３月卒業者のうち県内に就職した者は図１０に示すとおり、1,521人で、前年より2人 

減少している。 

就職先市町村別でみると、大分市に就職した者が847人（全体の55.7％）、次いで別府市151人（同

9.9％）、中津市129人（同8.5％）、日田市66人（同4.3％）、佐伯市60人（同3.9％）の順となって

いる。 

また、就職先を県内の地域別でみると、図１１に示すとおり、中部929人（構成比61.1％）、次いで

東部227人（同14.9％)、北部201人（同13.2％）、西部75人（同4.9％）、南部60人（同3.9％）及

び豊肥29人（同1.9％）の順となっている。 



 

 

（３） 令和６年３月卒業者のうち就職者の産業別就職状況をみると、図１２に示すとおり製造業が752人

（36.4％、前年に比べ1.9ポイント上昇）で最も多く、次いで建設業265人（12.8％、同0.4ポイン

ト上昇）、卸売,小売業156人（7.6％、0.4ポイント低下）、宿泊業,飲食サービス業140人（6.8％、

同0.4ポイント上昇）の順となっている。 

県内就職者を産業別で見ると、図１３に示すとおり製造業が530人（34.8％、前年に比べ2.0ポイ

ント上昇）、次いで、建設業203人（13.3％、同0.1ポイント低下）、卸売,小売業133人（8.7％、同

0.1ポイント低下）、宿泊業,飲食サービス業113人（7.4％、同0.8ポイント上昇）の順となってい

る。 

注）図１２、図１３の出典は『令和６年度 学校基本調査』 

 

 

 

 

 

 


